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補助・単独 補助対象事業費 備考

単独 －

単位（円）

令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施事業　効果検証シート

交付対象事業の名称 事業の目的

主食用米作付農家支援事業

事業開始 事業終期

R4.4 R5.3

実施事業名・担当課 総事業費 交付金対象経費

主食用米作付農家支援事業 産業振興課 農業振興係 9,565,600 9,565,600

合計 9,565,600 9,565,600

事業の実績
1俵あたり200円(単価)の助成。令和3年度に出荷販売した主食用米の俵数または令和3年度営農計画書の主食用米の生産面積から算出される俵数のい
ずれか少ない俵数を補助対象要件とし、528名の農業者に対し9,565,600円(47,828俵分)の補助金を交付した。

事業の効果
新型コロナウイルス感染症の影響により外食需要が減少し米価の下落が発生した状況を踏まえ、主食用米の作付け農家の生産継続、耕作放棄及び離
農を防ぐことを目的とし、補助金を交付したことにより農業者の生産意欲も高まり、耕作放棄及び離農を防ぐことができた。

新型コロナウイルス感染症の影響により外食需要が減少し米価の下落が発生した状況を踏ま

え、主食用米の作付け農家の生産継続を図り、耕作放棄及び離農を防ぐため、主食用米の生

産目安面積から算定される俵数を上限に、出荷した主食用米の俵数に基づき助成を行う。



NO

9

補助・単独 補助対象事業費 備考

単独 －

単位（円）

令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施事業　効果検証シート

交付対象事業の名称 事業の目的

農業者燃料価格等高騰対策支援事業

事業開始 事業終期

R4.11 R5.3

実施事業名・担当課 総事業費 交付金対象経費

農業者燃料価格等高騰対策支援事業 産業振興課 農業振興係 15,423,462 15,413,462

合計 15,423,462 15,413,462

事業の実績
令和4年度主食用米を出荷販売しているかたに一律10,000円、園芸施設で重油(令和3年10月1日から令和4年9月30日購入分)を使用したかたに1リッ
トルあたり3円を補助対象要件とし、592名の農業者に対し15,343,600円の補助金を交付した。(他、郵送料79,862円)

事業の効果
新型コロナウイルス感染症に伴う経済活動への影響に加え、燃料価格等の物価高騰の影響を受けている農業者の負担軽減を図ることを目的に補助金
を交付したことで、農業者の生産意欲も高まり、農業経営継続の一翼を担うことができた。

新型コロナウイルス感染症に伴う経済活動への影響に加え、燃料価格等の物価高騰の影響を

受けている農業者の負担軽減を図るため、助成金を支給する。給付対象については、物価高

騰に直面する農業者支援を理由とし、物価高騰の影響を受けている農業者を給付金の対象と

するため、合理的な範囲内である。
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補助・単独 補助対象事業費 備考

単独 －

単位（円）

令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施事業　効果検証シート

交付対象事業の名称 事業の目的

燃料購入助成事業

事業開始 事業終期

R4.7 R5.2

実施事業名・担当課 総事業費 交付金対象経費

燃料購入助成事業 産業振興課 商工観光係 38,306,848 38,306,848

合計 38,306,848 38,306,848

事業の実績
原油価格・物価高騰の影響を受けている町民（令和4年8月1日現在、板倉町の住民基本台帳に記録されている全てのかた）に世帯主宛てに1人あた
り3,000円の燃料購入券（取扱店舗：9店舗）を行政区から配布（人数：13,958人／世帯数：5,865世帯）した。
○燃料購入券使用期限／令和４年９月１日～令和５年１月３１日　○購入できる燃料／ガソリン・軽油・灯油

事業の効果 燃料購入券の換金率は９０．５９％であり、多くの町民に新型コロナウイルス感染拡大を防止するための生活支援をすることができた。

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う経済活動への影響に加え、原油価格・物価高騰の影響

を受けている町民の負担軽減を図るため、板倉町で使える燃料（ガソリン・軽油・灯油）購

入券を配布する。
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補助・単独 補助対象事業費 備考

単独 －

単位（円）

令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施事業　効果検証シート

交付対象事業の名称 事業の目的

板倉町商工会商品券交付事業

事業開始 事業終期

R4.11 R5.3

実施事業名・担当課 総事業費 交付金対象経費

板倉町商工会商品券交付事業 産業振興課 商工観光係 42,096,477 32,067,601

合計 42,096,477 32,067,601

事業の実績
エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている町民（令和4年10月21日現在、板倉町の住民基本台帳に記録されている全てのかた）に世
帯主宛てに1人あたり3,000円の商工会商品券を簡易書留で郵送し、13,912人（5,872世帯）が受領した。
○商品券使用期限／令和４年１１月１４日～令和５年１月３１日     ○商品券取扱店舗／１０５店舗

事業の効果 商工会商品券の換金率は９４．３０％であり、多くの町民に新型コロナウイルス感染拡大を防止するための生活支援をすることができた。

新型コロナウィルス感染症拡大に伴う経済活動への影響に加え、食料品価格等の物価高騰の

影響を受けている町民の負担軽減を図るため、板倉町内で使える板倉町商工会商品券を1人に

つき3,000円分交付する。
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補助・単独 補助対象事業費 備考

単独 －

単位（円）

令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施事業　効果検証シート

交付対象事業の名称 事業の目的

新型コロナウイルス感染症対応板倉ニュータウン

移住支援金支給事業

事業開始 事業終期

R4.4 R5.3

実施事業名・担当課 総事業費 交付金対象経費

新型コロナウイルス感染症対応板倉ニュータウン移住支援金支給事業 産業振興課 誘致推進係 7,000,000 6,300,000

合計 7,000,000 6,300,000

事業の実績
板倉ニュータウン内へ土地と住宅を取得して移住した世帯へ支援金を支給した。主な支給要件は、令和２年１０月１日以後に土地と住宅を取得して

転入し、土地の売買契約締結日において次のいずれかに該当するかた。①申請者の年齢が５０歳未満、②申請者の配偶者の年齢が５０歳未満、③申

請者の同一世帯で中学生以下の子を養育している。一世帯あたり７００，０００円を１０世帯に支給した。

事業の効果
新型コロナウイルス感染症対応板倉ニュータウン移住支援金を支給することにより、新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴う新しい生活様式を実

践する１０世帯に移住先として本町を選択していただくことができた。

新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴う新しい生活様式を実践するため、地方への移住を

考えているかたに移住先として本町を選択していただけるよう、板倉ニュータウン内に土地

と住宅を取得して移住する世帯へ支援金を支給する。


